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●今月の写真●
岡田 弘さん

表紙をあなたの写真で飾りませんか？

【写真のテーマ】

私が好きな港区の風景
（発行月の季節にあった風景）

詳しい応募方法は、16頁をご覧ください。

平成29年度一般会計ほか各会計決算を認定

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の
継続を求める意見書を提出しました。
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平成３０年第３回定例会は、９月１１日から１０月５日まで
の２５日間にわたって開会されました。
初日と２日目に、合計１０人の議員から区長及び教育長に
対して、代表・一般質問が行われました。
区長から提出された案件を審議した結果、条例制定・条
例改正・補正予算など４５件を原案どおり可決・承認し、決
算４案を認定しました。
皆さんから提出された請願は、２件を採択、１４件を継

続審査としました。
議員提出による案件
は、意見書１件を可決
し関係機関へ送付した
ほか、条例制定１件を
否決しました。
また、追加提出され
た人事案件は、港区監査委員の選任について、同意しました。

9月１2日の本会議において、全議員３４名で構成する「平
成２９年度決算特別委員会」（近藤まさ子委員長、やなざわ
亜紀副委員長、大滝実副委員長）を設置し、9月２０日か
ら１０月４日まで審議が行なわれました。
委員会では、平成２９年度各会計（一般会計、国民健康
保険事業会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計）歳

入歳出決算の４案に対する質
疑を行った後、各会派の態度
を表明しました。
その後、第３回定例会最終
日の１０月５日、本会議におい
て、決算４案をそれぞれ認定しました。

平成３０年第３回定例会　会議日程

会議日程

定例会の概要

決算特別委員会の概要

	 9月11日…	運営委員会・本会議
	 	会期決定　諸報告
	 	代表・一般質問４名
	 １2日…	運営委員会・本会議
	 	代表・一般質問6名
	 	議案等付託
	 	決算特別委員会の設置
	 １3日…	４常任委員会
	 	議案等の審査
	 １4日…	４常任委員会
	 	議案等の審査
	 18日…	総務・保健福祉・区民文教常任委員会
	 	議案・請願等の審査
	 19日…	運営委員会・本会議
	 	先議案件議決

	９月20日～10月２日
	 …	決算特別委員会
	 	決算４案の審査
	 10月3日…	運営委員会・本会議
	 	議案付託
	 4日…	決算特別委員会
	 	決算４案の審査
	 5日…	建設常任委員会
	 	議案の審査、委員長報告等
	 	３常任、４特別委員会
	 	委員長報告・中間報告
	 	運営委員会・本会議
	 	議案等の議決

請願書の書き方 皆さんの声を区政に！

　区議会では、広く皆さんの
意見や要望を請願として受け
付けています。特に定められ
た様式はありませんが、次の
必要事項を書いてください。

❶日本語で請願の趣旨を簡潔に書いてください。
❷請願者の住所、氏名（自署又は記名押印）、電話番号を書いてください。なお、請願者が
多数のときは、代表者を定めて署名簿を添付してください。

❸あて先は ｢港区議会議長｣ としてください。
　提出前に、事前に区議会事務局に請願書の書き方・提出方法などをご相談ください。

【提出・問い合わせ先】区議会事務局議事係　電話	０３-３５７８-２９１５
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平成 29年度決算に対する　各会派の態度表明
◆◆ 自民党議員団 ◆◆
当委員会で自民党会派より投げかけた質問及び提案要望が、今後の事業実施と来年度予算の編成に反映され
ることを期待し、決算４案を認定する。

◆◆ みなと政策会議 ◆◆
超高齢社会に来るであろう正念場を乗り切るヒントとなる様々な新しい施策を提案し、改善点を指摘したことが
来年度予算に反映されることを期待し、決算４案を認定する。

◆◆ 公明党議員団 ◆◆
審議の中で述べた意見・要望・提案・指摘については、来年度予算にしっかり反映されることを強く要望致し、
平成２９年度決算４案についてはいずれも認定する。

◆◆ 共産党議員団 ◆◆
貧困と格差が拡大し、区民の暮らしは深刻。一方園庭が無い、または基準以下の認可保育園が４分の３にも及ぶ。
再開発補助金を３０億円も拠出した。決算４案は不認定。

◆◆ 日本維新の会 ◆◆
決算審査で述べた提案、要望を来年度予算に反映されることを望み、平成29年度決算4案をいずれも認定する。

◆◆ 都民ファーストの会 ◆◆
芝浦アイランドのスケートボード施設の早期問題解決と、ジョギングコース上に設置した喫煙場所の撤去要請に
答えていただくことに期待し、決算４案には賛成する。

◆◆ 街づくりミナト ◆◆
参画と協働、持続的な視点から決算審査で述べた提言、区の姿勢に対する意見・要望を来年度予算そして今後
の区政運営に活かすようにお願いし、決算４案を認定する。

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳出決算額 歳入歳出差引残額
一般会計 1,848億 1,086万 7,335円 1,748億 6,759万 8,180円 99億 4,326万 9,155円
国民健康保険事業会計 278億 7,065万 3,834円 262億 9,391万 7,939円 15億 7,673万 5,895円
後期高齢者医療会計 52億 8,369万 2,809円 52億 2,462万 2,579円 5,907万 230円
介護保険会計 160億 1,754万 5,540円 155億 188万 6,605円 5億 1,565万 8,935円
合計 2,339億 8,275万 9,518円 2,218億 8,802万 5,303円 120億 9,473万 4,215円

各会計決算の概要

一般会計及び３特別会計は、いずれについても適正に運
営されたものと認められる。経常収支比率、そのほかの各財
政指標は良好な数値を示しており、財政状況は堅調といえる。
歳入は、区財政の根幹をなす特別区民税が、前年度と比
較して０.５％増収し、過去最高となった。歳出は、支出済
額が前年度を上回り、執行率は過去１０年で最高となった。

引き続き適正な執行率となるよう、予算の適正な配分・管
理に努力されたい。
今後も、いかなる社会経済情勢等の変化にも柔軟に対応
し、「最少の経費で最大の効果」を実現するように努め、創
意工夫を凝らした、弾力的な財政運営が図られることを期
待する。

監査委員の審査意見（要旨）
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決算特別委員会 各会派の主な質問・要望事項
※「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会」の表記は「東京2020大会」で統一しています。

 自民党議員団 

  歳入   ◆ふるさと納税による減収、港区版ふるさと納税
  議会費   ◆委員会資料の公開
  総務費   ◆東京海洋大学品川キャンパス土地有効活用プラン
に対する区の考え方◆ MINATO シティハーフマラソン 2018 ◆

マラソンランナーのマナー◆発災時の物資輸送及び供給体制
◆大使館等実務者連携会議◆東京都・中央区・港区合同総合
防災訓練◆みんなと安全安心メール◆ふれあいどうぶつえん◆

防災ハザードマップ◆港区版ふるさと納税◆障害者の雇用拡大
◆フリーアドレスの執務環境整備◆港区 WEB 写真館◆青色防
犯パトロール◆性的少数者に関する課題◆業務自動化ツール
RPA の活用◆みんなにわかりやすい表示◆入札・契約制度◆

労働環境確保策◆隣接町会・自治会にまたがる課題解決◆指
定管理者制度◆防災対策費◆震災復興基金◆自主避難施設の
受け入れ態勢◆備蓄物資◆避難所施設の冷暖房設備設置◆新
空港の整備を東京都に要望すること
  環境清掃費   ◆羽田空港の機能強化◆ビル風◆指定喫煙場
所◆事業系ごみの排出量◆民間収集業者への契約移行◆猛暑
対策◆みなとタバコルール及び東京都受動喫煙防止条例◆運
河の水質改善策◆集合住宅共用部の省エネ支援◆再生可能エ
ネルギー導入◆港区環境率先実行計画
  民生費   ◆障害者就労支援◆保育園に子どもを預ける保護者
への支援◆社会貢献型後見人制度◆地域包括ケアシステム◆

認知症事故保険◆介護予防運動◆未来の親体験◆保育園の入
園と定員拡大◆子育てひろば事業◆子ども家庭支援センター

◆音響式信号機◆生活保護の住宅扶助◆介護予防総合セン
ター◆介護保険サービス等の相談体制
  衛生費   ◆ねずみ防除対策◆アピアランス支援◆がん対策
◆不妊治療支援◆災害医療対策
  産業経済費   ◆ユニークベニューの活用支援◆シティプロ
モーションシンボルマークの活用展開◆プレミアム付き区内共
通商品券◆港区観光＆マナーブック◆商店街の役割◆商店街
に対する支援
  土木費   ◆東京 2020 大会後の神宮外苑地区のまちづくり◆

品川駅東西自由通路の通行マナー◆がけ・擁壁改修工事助成
◆土砂災害ハザードマップ◆建設業者への指導◆浸水ハザード
マップ◆自転車走行レーン◆自転車シェアリング◆東京 2020
大会に向けた暑さ対策◆ゲリラ豪雨対策◆細街路における電
柱の移設◆コミュニティバス運行◆水と緑の総合計画◆白金・
白金台地域の相乗りタクシー実証実験◆運河に架かる橋のラ
イトアップ◆街路樹の管理◆白金高輪駅ホームの混雑緩和
  教育費   ◆アクティブラーニング的手法を用いた学習機会の
創出◆ラグビー W 杯 2019 公式チームキャンプ地としての取
り組み◆猛暑日の運動施設・学校施設利用指針◆区立小中学
校海外派遣事業◆区立小・中学生の区役所見学◆英語科国際
ネイティブコース◆プログラミング教育◆小学校の道徳教科
化◆国内留学◆給食後の歯磨き◆運動施設の拡充◆学校施設
整備◆避難所のマンホールトイレ設置◆通学路の防犯カメラ
設置◆食育を通じての国際理解教育◆赤ちゃんふれあい体験
授業◆性教育◆学校・幼稚園における予算提案制度◆教職員
の働き方改革

 みなと政策会議 

  歳入   ◆ＳＭＳを活用した税徴収を
  議会費   ◆母子等もより傍聴しやすい議会に
◆議会棟１階の有効活用を
  総務費   ◆オープンデータの活用を◆スタンドパイプとＤ級ポ
ンプの併用を◆災害に備えＡＩを活用した情報収集システムを
◆災害時の情報発信体制の見直しを◆自転車シェアリングの災
害協定を◆早急に区内の交番の耐震化を◆青パトの外国人対
応を検討すべき◆防災ラジオの普及啓発を◆基金豊富な今こ
そ将来需要に備え土地の確保を◆区民法律相談の一回あたり
の時間拡大を◆駅などへ選挙投票所を◆男女平等施策の推進
を◆防災士の活用を
  環境清掃費   ◆芝浦運河の浄化を◆品川駅高輪口前に指定
喫煙場所を◆区としてプラごみゼロ宣言を

  民生費   ◆精神障がい者の短期入所の整備を◆障がい者の就
労支援を◆待機児童対策で、ベビーシッター有効活用を◆「こど
も園」の設置を◆ＡＤＲ調停の周知など離婚相談拡充を◆里親
制度の普及を◆成人の日の集いに付き添う保護者への配慮を
  衛生費   ◆ＡＹＡ世代のがん対策支援を◆グリーフケア推進を
◆がん検診の受診率アップを◆動物愛護推進を◆産後健診補助
の導入を◆ういケアみなとのＰＲ周知活動に工夫を
  産業経済費   ◆スタートアップ企業を支援する総合窓口の設
置を◆区内商品券は利用状況の分析と購入方法の改善を
  土木費   ◆定住促進指導要綱の見直しを◆狭隘な区道こそ電
線類の地中化を◆指定管理者は法定雇用率を遵守すべき
  教育費   ◆国際社会に向けた教育の推進を◆いじめ防止を◆

学習支援員の増員を◆天才教育の導入を◆学校スクールボラン
ティア制度の拡充を◆全小学校の校庭の人工芝化を◆小学校
入学前の教育カリキュラムの充実を◆学びの未来応援施策の
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所管を教育部門に統一すべき◆奨学金制度の更なる充実を
  国民健康保険事業会計   ◆外国人の国保の不正利用への
対策を
  総括質問   ◆予算編成過程の更なる公開を◆アウティング（性

的指向の暴露）の防止を◆都条例施行を受け「みなとタバコルー
ル」の改正は◆羽田空港の機能強化に伴う資産価値の下落は
◆ひきこもり「８０５０問題」への対策は◆動物愛護条例の制定
を◆観光客の利便性向上を◆性教育の更なる充実を

 公明党議員団 

  歳入   ◆消費税率引上げに伴う財源配分◆税制改正に伴う
来年度予算編成への対応◆実質収支比率の適正化◆債務負担
行為が財政運営に与える影響◆ふるさと納税制度について
  総務費   ◆スマート自治体へ向けた ICTの活用◆東京2020
大会を観戦共有できる機会の提供◆防災行動計画「マイ・タ
イムライン」◆無料公衆無線 LAN 環境の整備◆港区民マラソ
ンについて
  環境清掃費   ◆指定喫煙場所の整備◆お濠の水辺と緑の環
境◆運河の水環境改善について
  民生費   ◆地域包括ケアシステムのＩＣＴ活用◆障害福祉
サービス利用者が高齢になった場合の対応◆認知症の人の意
思決定支援◆音声コードについて

  産業経済費   ◆中小企業支援策◆中小企業でのパワハラ防
止策◆観光大使の認定について
  衛生費   ◆高齢者肺炎球菌ワクチン◆ピロリ菌検査◆不育症
◆不妊症治療を含む妊活支援について
  土木費   ◆空洞調査事業者の契約方法と選定
◆区営住宅の連帯保証人規定の削除について
  教育費   ◆小学校体育館への空調設備整備の時期の前倒し
◆小・中学校へのウォータークーラーの適正配備◆教員の働
き方改革◆学校給食のアレルギー対応◆子ども防災手帳を生
かした実践的な防災訓練◆ＳＮＳ利用の東京ルール◆子どもの
ネット依存◆児童生徒への障がい者スポーツの魅力発信◆置
き勉の推進◆ＩＣＴの活用◆部活動指導員の活用法について
  総括質問   ◆放課後等デイサービス利用児童の指標判定
◆若者の自殺防止策のＳＮＳ活用について

 共産党議員団 

  総務費   ◆大平台みなと荘の料金引き下げを◆段ボールベッ
ド業界と防災協定を◆災害時に要支援者が利用できるホテル
の拡大を◆入札制度の改善について◆消費税１０％への増税中止
要請を
  環境清掃費   ◆羽田新飛行ルートの危険性について◆屋外喫
煙場所の改善を◆運河の悪臭対策について
  民生費   ◆特養ホームの増設計画を◆高齢者住宅建設を◆

ジョブコーチの数を増やすこと◆手話言語条例の制定を◆発
達障害支援強化を◆障害児の放課後デイサービスへの支援を

  衛生費   ◆３０健診の対象年齢を20歳に◆風疹抗体のない
区民に予防接種費用の全額助成を
  産業経済費   ◆観光名所をめぐる「ちぃばす」ルートを◆築地
市場の豊洲移転中止要請を
  土木費   ◆バス停に屋根とベンチを◆白金の丘学園の通学路
の安全対策を◆環状第４号線道路計画は住民の納得と合意が
ないまま進めないよう都に要請すること
  教育費   ◆体育館に冷房設置を◆児童の安全を守るため
GPS 機能付きのシステム導入を◆教員の長時間労働改善を
  介護保険会計   ◆介護保険料を引き下げること

 日本維新の会 

  議会費   ◆議会広報における虚偽取り扱いについて

  総括質問   ◆税金を原資としている行政は、過剰ともいえる
LGBT 権利付与を推進すべきではない

 都民ファーストの会   衛生費   ◆３歳児健診の受診率と眼の健診について
  土木費   ◆芝浦のスケートボード施設について

 街づくりミナト 

  総務費    ◆防炎カーテン等の普及促進について

  民生費   ◆企業主導型保育施設との連携について
◆妊産婦向け防災用品あっせん事業について
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A.幼稚園や学校から直接プレゼン
テーションを受け、学校運営の考え
方やそのための取り組みを予算に
反映させる新たな取り組みを行う。

Q. 健全な財政運営について
A.景気や税制改正、ふるさと納税等
による減収で大きな影響を受けて
いる。積極的な歳入確保を図るほ
か、内部努力を徹底し健全な財政
運営を行っていく。

業務委託等について

Q. 区の責任について
A.区民の安全・安心への十分な配慮
を第一とし、トラブルが生じた際に
は誠意を持って解決にあたるよう
指示している。今後も徹底していく。

Q. 働きやすい職場づくりについて
A.業務自動化ツールにより、現在５
業務において年間約１６００時間の
作業時間削減を見込んでいる。

特区制度について

Q. 活用方針について
A.区が抱える課題解決のために、特
区の仕組みを活用する。

Q. 教育特区の成果について
A.英語力だけでなく、幅広い国際感
覚が身につくなどの成果が上がって
いる。先進的な取り組みが新学習
指導要領における、小学校での英
語教科化に影響を与えたと考える。

Q. 特区制度の産業振興施策への適
応について

A.国等は、区内複数ヶ所にビジネス
交流拠点の整備を予定している。
国家戦略特区指定という優位性を
活用し、区内中小企業の国際的ビ
ジネス展開の支援を着実に進める。

人口増に伴う対応について

Q. 施設整備について
A.将来を見据えた施設整備を計画的

に行なっていく。
Q. 施設用地の確保について
A.公有地・民有地を問わず、全庁を
挙げて情報収集に取り組んでいる。
より一層の需要予測と情報収集に
努め、より効果的な用地取得を進
める。

Q. 学校における施設需要への対応
について

A.これまで以上に精度の高い分析と
予測を行い、必要な教室数を確保
する。学校の増改築や仮校舎設置
の可能性等については区長部局と
連携し、学校の隣接地の活用状況
について情報取集する等、対応を
進めていく。

学校教育・教職員について

Q.子どもと向き合う時間の創出につ
いて

A.区の教職員の働き方改革の実施に
より、教材等をより一層工夫でき
る授業準備の時間を確保した。教
員が時間を確保することにより心
にゆとりを持って子どもたちと接す
ることで、心の成長を支援すること
が期待できる。

Q. 東京２０２０大会に向けたおもい
やり教育について

A.オリンピック・パラリンピック教育
を進めることで、おもいやりの心・
おもてなしの心の育成に努める。

総合支所制度について

Q. 課題について
A.総合支所と教育委員会、支援部との
連携の強化や、総合支所の政策形成
機能の向上が重要になると考える。

Q. 教育委員会との連携状況について
A.地区教育会議や防災訓練を教育
委員会と連携して実施している。

Q. 総合支所に教育委員会機能を持
たせることについて

A.地域の課題を地域で解決し、区民
が身近なところで様々なサービスを
受けられる区役所支所改革の趣旨
も踏まえ、教育委員会とともに検
討する。

Q. 支所長と支援部部長の兼務につ
いて

A.兼務に伴う課題を整理し、地域の
課題を地域で解決する総合支所中
心の区政運営を推進していく。

 自民党議員団 

戦略的長期ビジョンの必要性に
ついて

Q. 長期戦略の策定について
A.長期戦略は制定していないが、人
口増加や社会経済情勢の変化に対
応し、長期的な視点に立ち区政運
営を行う。

Q. 港区基本計画の計画期間の見直
しについて

A.今後も研究していく。
行財政運営について

Q.港区版ふるさと納税制度の反応と
課題について

A.２２名から１４５万２千円の寄付が
あった。より多くの方が区政に関心
を持ち応援いただけるよう取り組む。

Q. 都区財政調整制度について
A.都心区特有の需要が適切に算定さ
れるように、東京都に対して粘り強
く主張する。

Q.予算編成過程を公開する効果と
意味について

A.より透明性の高い区政運営を実現
する。区民への説明責任を果たす
とともに、区の事業への理解を深
め、区政への関心の高まりに繋が
ると考える。

Q.学校からの予算要望の実現につ
いて

代表・一般質問
９月11・12日

※「東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会」
　の表記は「東京 2020 大会」で統一しています。
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緑化計画について

Q. 緑化確保の計画的なまちづくりに
ついて

A.最新の緑被率は平成２９年３月現
在２１．７８％。今後も緑被率等の増
加や斜面緑地の保全に取り組んで
いく。

地域包括ケアシステムについて

Q. 利用促進について
A.本年１２月に相談窓口の利用案内や
在宅療養生活を支える様々な情報
を掲載するガイドブックを発行し、
更なる周知を図る。

Q. 複数窓口での運用の方向性について
A.各窓口が担当する相談区域だけで
なく、区域外の区民等からの相談
も柔軟に対応する。今後も港区医
師会や関係機関と情報共有を行
い、一体的な運営に取り組む。

元麻布保育園について

Q. 医療的ケア児・障害児保育につ
いて

A.元麻布保育園の開設は、誰もが安
心して子どもを産み育てられる、区
の子育て支援施策の一層の推進に
繋がる。

民生・児童委員について

Q. 欠員対策について
A.平成３０年９月時点で２１名の欠員
が生じている。適格者の要件が緩
和されたことから、地域の実情に
応じた取り組みを進めていく。

麻しん風しん混合ワクチンに
ついて

Q. 接種率向上の取り組みについて
A.教育委員会と連携し、小学校入学
説明会時の接種勧奨の検討や小・
中学校入学後の接種もれ者に任意
接種助成事業を案内し、接種率向
上に努める。

（仮称）港区子ども家庭総合
支援センターについて

Q. 警察や他区と児童虐待の情報共
有について

A.情報共有のルールを区内警察と共
に検討し、自治体間において対面
での引継ぎや同行訪問等を実施し
ていく。

Q.子ども家庭支援センター移転後の
フロア活用について

A.みなと保健所２階は、子育て支援
事業や母子保健事業の充実を含め
た総合的な視点から検討する。

プレミアム付き区内共通商品券
について

Q. 支援の継続について
A.商品券の販売・利用実績、景気
動向や財政的な判断等を踏まえ、
港区商店街連合会と協議しながら
検討する。

住宅宿泊事業について

Q. 無届事業者について
A.個々の状況に応じ、立入調査や改
善、停止命令等の必要な監督指導
を行い、情報収集体制も検討して
いく。

Q. 関係機関連絡会について
A.区は警察署、消防署、税務署と関
係機関連絡会を開催している。ルー
ルを守らない事業者や無届事業者
に対する迅速かつ適切な指導を行
うため、それぞれの機関が有する
情報共有が課題と認識している。

清掃事業について

Q. 事業系ごみ削減について
A.事業者への指導・啓発方法を工夫
し、ごみの削減を推進していく。

災害対策について

Q. 避難行動要支援者の個別支援計
画について

A.平成３０年６月現在の区内の避難
行動要支援者３２６２名のうち、平
時からの情報提供同意を受けた
１５０６名の計画作成を進めている。
２１７名分が完了した。引き続き取
り組む。

Q. 急傾斜地の土砂災害対策について
A.急傾斜地の安全性を高め、災害
を未然に防止することが最も重要。
土砂災害対策の充実に努めていく。

Q. 応急対策業務に関する協定締結
団体との連携について

A.８１ある協定締結団体のうち２０団
体と連携内容確認を終えている。
引き続き各団体との協力体制を強
化する。

東京都受動喫煙防止条例への
対応について

Q. 喫煙場所の整備について
A.指定喫煙場所の整備に積極的に
取り組む。



8

区立麻布保育園

港区の未来を作る教育について

Q.インクルーシブ教育を進めること
について

A.障害の有無に関係なく人格と個
性を尊重し合えるよう、今後も取
り組む。

Q.クリエイティビティあふれる子ども
たちを育成することについて

A.自ら学び、考え、行動し、未来を
創造する子どもを育成する。

Q.PTA活動に対する保護者の意見
について

A.状況把握に努め、可能な範囲で
PTA活動に参加していただけるよ
う、学校やPTA連合会と連携し
取り組む。

安全で魅力あふれる街づくり

Q. 災害時の液体ミルクを常備すべき
ことについて

A.製品の保存期間や国内の流通の
動向を踏まえ、液体ミルクの備蓄
や事業者との協定に基づく調達を
検討する。

Q. 自助の支援について
A.啓発、防災訓練など自助意識を高
めるよう取り組む。

Q.JR新駅開業に伴う利便性向上の
整備について

A.2024年のＪＲ新駅の本開業に合
わせ、新駅東側連絡通路の整備
に取り組む。

新駅

Q. 芝浦運河の水質改善について
A.東京都は施設整備と浚渫工事を
予定している。都と連携を図り、
取り組みを進める。

国内外から選ばれる観光施策

Q. 外国人観光客へのルールやマナー
の周知について

A.AIチャット等を活用し関係機関と
協力しながら外国人に浸透する取
り組みを進める。

Q. ナイトタイムエコノミーについて
A.夜の時間を安全に楽しむことので
きる情報発信に観光協会等と連
携して取り組む。

年々増加する外国人観光客

ノーマライゼーションについて

Q. 式典などにおける音声のテキスト
化について

A.タブレット端末の利用促進、式典な
どでの活用について情報収集する。

Q. パートナーシップ制度の制定につ
いて

A.人権に関する区民意識調査を実
施するなど港区にふさわしい施策
を検討する。

来年度予算編成方針について

Q. 国や都の事業の区財政への影響
について

A.歳入ではふるさと納税による減収見
込み。歳出は消費税率引き上げに
伴う経常経費の増、幼児教育無償
化による保育需要の増加、受動喫
煙防止対策強化にかかる経費の増
などが考えられ、影響は少なくない。

予算編成過程の公開について

Q. 事業ごとに予算要求額と査定状況
を示すなど、もっと積極的な公開を

A.より効果的で分かりやすい公開を
めざす。

 みなと政策会議 

長期的視点での区政運営

Q.100年後を見越した財政計画につ
いて

A. 変化に応じた効率的な区政運営
を心掛け、人口減少局面において
も揺らぐことのない財政基盤を堅
持する。

Q. 時代に合わせ用途転用できる施設
計画について

A.港区公共施設マネジメント計画で、
フレキシブルな施設整備の推進を
掲げている。今後もこの視点を重
視した施設計画を実践する。

民間企業との積極的な連携に
ついて

Q.民間企業との積極的な連携につ
いて

A.現在、区は企業との連携に取り組
んでいる。今後も区政のあらゆる
分野で企業連携を推進していく。

Q. 規制緩和などベンチャー企業支援
について

A.関連機関と連携を図りながら活発
な企業活動を支援する。

未来への投資である子育て
施策について

Q. 産後ケアの拡大について
A.より多くの方が利用できるように、
事業の利用実態等も把握し、更な
る拡充を検討していく。

Q. 待機児童解消に向けた1歳児枠
拡大について

A.開園後間もない保育園の3歳、4
歳、5歳児用の空きクラスを１歳
児の受け皿に活用するなど、解消
に取り組む。

Q. 保育の質向上に向けたシステムの
導入及び活用

A.今年度末までに、区立保育園にお
いてもシステムを導入する。導入に
あたって保育士向けの研修をきめ
細かく実施するなど支援する。

Q. 3歳児枠が不足している区立幼稚
園の整備について

A.平成27年度からの4年間で、
123人の定員拡大を行った。平成
31年度は麻布幼稚園の増築によ
る定員拡大を行う。
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ハザードマップ

Q.DIG や HUG など図上訓練の実施
が広がるよう支援を

A.今年度HUGの用具の貸出を始め
た。引き続き地域防災協議会等に
働きかける。

Ⓒ静岡県地震防災センター
HUG（避難所運営ゲーム）

 公明党議員団 

人工知能ＡＩについて

Q. 区政への活用状況と今後の方向
性は

A.区民サービスの向上と業務の効率
化が見込まれる分野で順次導入を
進める。

異常気象の激甚化について

Q. 危機管理の在り方は
A.新たな災害規模の想定や課題を
踏まえ、防災対策の不断の見直し
を行う。

自助意識の醸成と地域防災
レジリエンス評価について

町会・自治会の支援について

Q.ICT なども活用し、町会・自治会
の業務の効率化を

A.今年度、申請書類の簡略化や電
子化などを行った。今後も業務の
効率化を支援する。

犯罪被害者の支援について

Q. わかりやすい専用窓口を作り、住
民に積極的に周知し、区が支援の
窓口になり得ることの浸透を図る
べき

A.様々な機会を捉え、被害者支援に
関する周知を進める。

児童虐待への取組みについて

Q. 深刻化を防ぐために関係機関相互
の情報連携の徹底を

A.連携強化と情報共有の徹底を図
り、未然防止に努める。

住宅宿泊事業（民泊）について

Q. 地域との共存を図るには丁寧な情
報提供と分かりやすく親切な窓口
が必要と考える

A.標識の掲示方法や騒音などの相
談が寄せられており、区は現地確
認や指導を行っている。今後、情
報提供を丁寧に行う。全庁を挙げ
て取り組む。

ハクビシン対策について

Q. 屋根裏に棲みつくなどの被害を聞
く。23 区中17 区が都と連携し、
捕獲費用の負担などを行っており、
港区でも支援すべき

A.対策について検討する。

防災について

Q. 防災メールやアプリなど、各種媒
体で得られる情報を整理し、分か
りやすい周知を

A.分かりやすく整理し、広報みなと
やHP 等で知らせる。

Q. 避難情報等の伝え方の工夫につ
いて

A.情報の受け手が危機感を持ち、適
切に行動できるよう工夫する。

Q. ハザードマップが有効に活用され
るよう支援を

A.活用方法を周知する。

Q. 区民の自助意識の醸成にどのよう
にかかわるのか

A.ハード対策に加え啓発などを通し
て取り組む。

Q. 区内各地域の防災力を高める方向
性について

A.災害図上訓練や避難所運営ゲーム
など実践的な訓練を広め、地域の
対応力を強化。

災害時の液体ミルクについて

Q. 備蓄について
A.製品の保存期間や国内の流通の
動向を踏まえ、液体ミルクの備蓄
や事業者との協定に基づく調達に
ついて検討。

子ども家庭支援センターについて

Q. 医療機関との連携強化を
A.区内のより多くの医療機関から、
児童虐待の情報が寄せられるよう
働きかけ、虐待の早期発見と予防
に努める。

保育施設の危機管理体制に
ついて

Q. 保健所や医師会と連携した感染
症対策を充実すべき

A.保育士や看護師への研修を実施
し、「保育園の感染症マニュアル」
を年度末までに改定する。

Q. 新型感染症や激甚災害時などの
登園規制の明確化を

A.災害時の状況に応じた運営体制や
園児の登園基準などについて検討
を進める。

若者の生活・就労支援体制の
強化について

Q. 生活に困窮する若者の生活・就労
支援を強化すべき

A.ハローワーク等と緊密に連携し、
若者が利用しやすい相談体制を構
築する。
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国に要望していく。

待機児童ゼロ、園庭のある
保育園を

Q. ①区直営の保育園の建設を②国
有地、都有地、民間空地を、借り・
購入すること

A.①多様な保育需要に対応する。②
国や都、民間土地所有者に積極
的に働きかける。

特養ホームの建設を

Q. 南麻布 4 丁目の特養ホームに続く
建設計画が必要

A.要介護認定数の推移等を踏まえ
検討する。

（仮称）南麻布４丁目計画完成予想図

観光名所をめぐる「ちぃばす」を

Q.「区内観光名所に立ち寄れるルー
ト」の具体化を

A.区内観光名所への乗り入れの可能
性を検討していく。

大型再開発事業の見直しを

Q. コミュニティも失われ、環境を悪化さ
せる大型再開発事業を見直すべき

A.市街地再開発事業は都市基盤を
整備する公共性の高い事業。今後
も支援する。

羽田空港への新飛行経路案に
ついて

Q. 計画の撤回まで奮闘する立場から
①区として全地域、関係町会での
説明会計画を②区民の合意がない
まま計画案を強行しないよう申し
入れよ③広報みなとで、わかりや
すく繰り返し広報すること④区長
が撤回の意志を明らかにすべき

A.①既に実施した地域で再度開催
や、未実施の芝地区で開催を国
へ強く要請する。②十分に納得を

い防止対策について
A.多様な広報媒体での啓発や講座に
より対策を強化する。

都市型防災対策について

Q. これまでの教訓を生かした進め方
について

A.教訓を生かし首都直下地震や大規
模水害に備える。

受動喫煙対策に配慮した
まちづくりについて
指定喫煙場所について

Q. 分煙効果の高い指定喫煙場所を
整備し受動喫煙対策に配慮した街
づくりを

A.都の助成金も活用し周辺に配慮した
喫煙場所の整備、改善に取り組む。

学校体育館にエアコンを

Q. 未整備校の設置時期の前倒しを
A.設置時期の前倒しを検討。

 共産党議員団 

安倍内閣の９条改正中止を

Q. 憲法を守るよう要請すべき
A.要請は考えていない。

学校体育館にエアコンを

Q. 未設置の学校に早急に設置を
A.計画の前倒しを視野に検討していく。

国保料値下げを

Q. ①国保料均等割を1万円引き下げ
ること②子育て世帯の「均等割見
直し」を都に申し入れること③第２
子からの均等割を免除すること

A.①所得金額が基準を下回る世帯
などに対する減額・軽減措置を講
じる。②保険料軽減を要望。③都・

産後ケア事業について

Q. 産後要支援母子ショートステイ事
業の利用拡大と宿泊型産後ケアの
拡大を

A.妊産婦一人ひとりの状況に合わせ、
適切な支援ができるよう検討する。

中小企業支援について

Q. 創業期の成長段階できめ細やかな
支援の展開を

A.巡回相談などを通じて、経営改善
に向けたアドバイスを行い、創業後
の課題を捉え、充実に努める。

医療的ケア児支援について

Q. 教職員や児童・生徒が医療的ケア
児への理解を深めることをどのよ
うに進めるのか

A.研修会を実施し、日常的に関わり一
緒に学ぶことで理解促進を進める。

平成３１年度予算編成

Q.予算編成過程の公開の目的と期待
する効果について

A.区民への説明責任と区の事業の理
解、区政への関心に繋がる。

税制改正について

Q. 区の取り組みは
A.地方税財源の拡充を国へ強く働き
かける。

地方自治体について

Q. 将来像について
A. ICTを活用した行政サービスの充
実に取り組む。

無料公衆無線 LAN（Wi-Fi）

Q. 環境整備の拡充を
A.補助制度を広く周知し整備を進め
ていく。

東京2020大会中継を通じた
観戦機会について

Q. パブリックビューイングやコミュニ
ティライブサイトの設置を

A.多くの区民が共有、共感できる機
会の提供に取り組む。

特殊詐欺対策について

Q. 若者を特殊詐欺の加害者にさせな
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得たうえで検討を進めるよう、今
後も申し入れる。③わかりやすく、
丁寧に周知していく。④撤回を国
に求めることは考えていない。

計画の撤回を求めるパレード

災害対策の充実について

Q. ①避難所設置は「スフィア基準」
に②段ボールベッド、間仕切りを
③女性トイレは男性用の３倍用意
すること等々の対策をとること

A.①「スフィア基準」を参考とする。
②協定締結に基づく調達を検討し
ていく。③女性用トイレは十分な
数量を確保していく。

大平台みなと荘の料金を引き
下げよ

Q. ①早急に引き下げること②減額利
用の方の宿泊を年２泊から３泊に
拡大せよ

A.①利用料金は適正な金額。②拡
大は考えていない。

 街づくりミナト 

関係人口について

Q.今後、定住や観光でもない、都市
に暮らしながら地方に関わる関係
人口という暮らし方が増えていく。
関係人口に対する区長の考えは

A.いわき体験交流ツアーや全国連携
マルシェｉｎ芝浦を実施し、区民と全
国各地の関係を深め、住民交流の
深化や互いの地域発展につなげる。

公園や橋といった公共デザイン
への競争性導入について

要望 都心らしい魅力的・合理的なインフ
ラ整備のため、土木設計競技ガイ
ドラインを参考にコンペなど公共デ
ザインに競争性を導入すべき

（公社）土木学会田中賞（作品部門）受賞の出島
表門橋（長崎市）

【各会派の連絡先】
不在の場合は、区議会事務局へ

電　 話 03－3578－2911

自民党議員団
電　 話 03－3578 －2927
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2909

みなと政策会議
電　 話 03－3578 －2938
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2949

公明党議員団
電　 話 03－3578 －2935
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2937

共産党議員団
電　 話 03－3578 －2945
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2947

日本維新の会
電　 話 03－3578 －2958
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2854

都民ファーストの会
電　 話 03－3578 －2958
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2854

街づくりミナト
電　 話 03－3578 －2958
Ｆ Ａ Ｘ 03－3578 －2854

区議会の会議は、公開され
ています。

本会議、委員会は傍聴でき
ます。

なお、会議の開会予定につ
いては区議会ホームページ、ポ
スター等でご案内いたします。

【問い合わせ先】
会議予定について
区議会事務局議事係
　電話　０３-３５７８-２９１５

議会はどなたでも
傍聴できます

区議会では、保護者の方が会議を傍聴している間、就学前のお子さんをお
預かりすることができます。

一時保育を希望される場合、原則７日前までにお問い合わせください。
詳しくは、区議会事務局へ電話等でご相談ください。
なお、会議の開会予定については区議会ホームページ、ポスター等でご案内

いたします。
【申し込み・問い合わせ先】
区議会事務局議会総務係　電話　０３-３５７８-２９１２

一時保育のお知らせ

港区議会では、本会議と予算・決算特別委員会の模様を区議会ホームページ
でライブ配信、録画配信により公開しています。

スマートフォンやタブレット端末でも、視聴できます。
ぜひ港区議会の様子をごらんください。

港区議会の映像をごらんください。

●区議会ホームページのURL
http://www.gikai.city.minato.tokyo.jp/ 港区議会  動画配信

詳しくは
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●平成３０年１０月１日から平成３１年３月
３１日までの男女平等参画センターの指
定管理者を指定する「指定管理者の指
定について（港区立男女平等参画セン
ター）」〈賛成多数で原案可決〉

○指定管理者の親会社が変更になった場
合の区の対応

○提案時の人員配置と実際の配置が異
なった場合の区への報告及び区の対応

●平成３０年３月１３日に議決した「港区特
定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等解
体工事請負契約」について、契約金額
を変更する「専決処分について（港区
特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等
解体工事請負契約の変更）」〈承認〉

○変更された労務単価が現場労働者の賃
金に反映されていることのチェック方法

○港区における当該特例措置の対象とな
る工事件数及び申請期限

●庁有車、高所作業車が道路左側に停車
しようとしたところ、停車中の小型貨物自
動車に接触した事故について、示談がま
とまり、損害賠償額438,813円を、平成
３０年８月２０日に専決処分した「専決処
分について（損害賠償額の決定）」〈承認〉

○事故発生時の詳細な状況及び事故原因
○事故を起こした職員の処分
●「公職選挙法」の一部改正に伴い、ビラの
作成に係る経費について、区議会議員の
選挙においても限度額の範囲内で公費負
担とする「港区議会議員及び区長の選挙
における選挙運動の公費負担に関する条
例の一部を改正する条例」〈原案可決〉

○公費負担単価の根拠
○公費負担となるビラの条件
●「平成３０年度港区一般会計補正予算（第
２号）」、「平成３０年度港区介護保険会
計補正予算（第１号）」〈２案原案可決〉

○港区ブロック塀等除去・設置工事支援
事業による改修予定件数

○ブロック塀等除去費及びそれに伴う新
規塀の設置費助成金額の算定の根拠
及び本人負担額の有無

●港区高輪地区総合支所等昇降機設備
取替え工事の工事請負契約の承認を求
める「工事請負契約の承認について（港
区高輪地区総合支所等昇降機設備取
替え工事）」〈原案可決〉

○エレベーターの付加仕様の内容
○入札の参加を辞退した二者の辞退理由及び
一者入札の際の落札価格の妥当性の判断

●芝五丁目複合施設新築に伴う電気設備工
事の工事請負契約の承認を求める「工事請
負契約の承認について（芝五丁目複合施
設新築に伴う電気設備工事）」〈原案可決〉

○入札不調による工期及び予定価格への影響
○最低制限価格を下回ったことによる入
札不調に関する入札制度の見直し

●港区特定公共賃貸住宅シティハイツ港
南等外壁改修工事の工事請負契約の承
認を求める「工事請負契約の承認につ
いて（港区特定公共賃貸住宅シティハ
イツ港南等外壁改修工事）」〈原案可決〉

○給排水等設備及び屋上部分を改修対象
としなかった理由

○工事期間中の住民への影響及び騒音対策

●図書館システム用サーバー等の更新の
ため、サーバー６台、ストレージ１台、ファ
イアウォール２台、スイッチ７台を購入す
る「物品の購入について（図書館システ
ム用サーバー等）」〈原案可決〉

○区におけるサーバーの一般的なリプレース期
間及び現在設置しているサーバーの使用年数

○スイッチの具体的な機能及び設置場所
●港区立郷土歴史館の開館に伴うセキュ
リティゲートの整備のため、セキュリティ
ゲート３基を購入する「物品の購入につ
いて（港区立郷土歴史館セキュリティ
ゲート）」〈原案可決〉

○セキュリティゲートの耐用年数
○品質及び価格の妥当性の判断方法
●平成３１年４月１日から平成３６年３月３１
日までの男女平等参画センターの指定
管理者を指定する「指定管理者の指
定について（港区立男女平等参画セン
ター）」〈賛成多数で原案可決〉

○現在の指定管理者に雇用されている職
員が新たな指定管理者による管理開始
以降も雇用を希望した場合の対応

○男女平等参画センターにおける犯罪被
害者への支援施策

閉会中の委員会活動
主な報告事項
◇指定管理者制度における指定期間の設定
◇港区公共施設マネジメント計画に基づく
個別実行計画

常任委員会の活動記録
●審議案件 ○主な質疑

総 　 　 務

●港区立児童発達支援センターを設置す
る「港区立児童発達支援センター条例」
〈原案可決〉
○法内化により利用者が一割負担となる
理由及び区予算への影響

○医療的ケアが必要なゼロ歳児への支援
●港区立児童発達支援センター及び港区
立障害者支援ホームの設置に伴い、事
業を見直すとともに、利用料金制度を導
入する「港区立障害保健福祉センター条
例の一部を改正する条例」〈原案可決〉

○自立生活支援と発達障害者生活訓練の違い
○法内化により統合する事業及び新規事

業を展開するための職員体制
●港区立障害者支援ホームを設置する「港
区立障害者支援ホーム条例」〈原案可決〉

○７月に実施した説明会での出席者からの
意見及び区が回答した内容

○入所選考を行うための会議体の構成員
及び選考基準、選考結果の公開

●学童クラブ事業について、安定的な運営
を確保するとともに、利用に係る育成料
を定めるため、新たに条例を制定する「港
区学童クラブ条例」〈原案可決〉

○育成料の算出根拠と他区における育成料
○育成料を滞納した場合の対応及び減免対象

●港南いきいきプラザの指定管理者を指定す
る「指定管理者の指定について（港区立港
南いきいきプラザ）」〈賛成多数で原案可決〉

○来年度以降の修繕費及びその他経費の
増減の見通し

○指定管理の公募期間と専門のポータル
サイトへの掲載

●高齢者集合住宅の指定管理者を指定する
「指定管理者の指定について（港区立高
齢者集合住宅）」〈賛成多数で原案可決〉

○各棟に配置する生活協力員の人数と勤
務時間及び巡回員との連携

○高齢者向け住宅の入居募集の周知方法

保 健 福 祉
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●障害者住宅シティハイツ竹芝の指定管
理者を指定する「指定管理者の指定に
ついて（港区立障害者住宅シティハイツ
竹芝）」〈賛成多数で原案可決〉

○職員体制と人材育成
○新規事業の「みんなの避難地図」の作成
●障害保健福祉センターの指定管理者を
指定する「指定管理者の指定について
（港区立障害保健福祉センター）」

〈賛成多数で原案可決〉
○非公募の場合の事業提案書の有無及び
選考方法

○指定管理者が再委託している業務を、
区が直接業務委託することの可否

●健康増進センターの指定管理者を指定する
「指定管理者の指定について（港区立健康
増進センター）」〈賛成多数で原案可決〉

○障害者雇用率が低いことについての考え方

○いきいきプラザとの連携及び実施予定の
事業

閉会中の委員会活動
主な報告事項
◇特定天井耐震化工事に伴ういきいきプ
ラザ等施設の一部利用休止

◇港区地域包括ケアシステム在宅医療・
療養・介護相談連携窓口

●都市計画決定された赤坂二丁目地区地
区計画の区域内における建築物の制限
を定める「港区地区計画の区域内にお
ける建築物の制限に関する条例の一部
を改正する条例」〈原案可決〉

○建築物の用途制限において虎ノ門・麻布台
地区などと風営法の適用条項が異なる理由

○計画敷地外の歩行者通路の整備
●自転車駐車場等の指定管理者の指定に
関する「指定管理者の指定について（港
区立田町駅東口自転車等駐車場等）」、
「指定管理者の指定について（港区立白
金高輪駅自転車駐車場等）」、「指定管
理者の指定について（港区立浜松町駅
北口自転車等駐車場等）」、「指定管理
者の指定について（港区立三河台公園
自転車駐車場等）」〈４案原案可決〉

○施設の収容台数以上に定期利用登録台
数がある運営方法

○指定管理者候補者による放置自転車対

●愛宕弓道場を廃止する「港区立運動場条
例の一部を改正する条例」〈原案可決〉

○愛宕弓道場廃止後の練習場所の確保
●区民センターの指定管理者の指定に関す
る「指定管理者の指定について（港区立
麻布区民センター）」、「指定管理者の指
定について（港区立芝浦港南区民セン
ター等）」、「指定管理者の指定について
（港区立高輪区民センター）」、「指定管理
者の指定について（港区立赤坂区民セン
ター）」〈賛成多数で4案原案可決〉

○見学会参加事業者数に比べ応募事業者
数が少なかった原因

○労働環境モニタリングにおける指摘事
項への対応状況

●三田図書館等の指定管理者を指定する
「指定管理者の指定について（港区立三

策の提案の実現性
●公共駐車場の指定管理者を指定する「指
定管理者の指定について（港区立公共
駐車場）」〈原案可決〉

○自動販売機の設置を障害者団体の扱い
とすること

○過去に不祥事のあった事業者が再度指
定された経緯

●住宅に関連する指定管理者の指定に関する
「指定管理者の指定について（港区特定公
共賃貸住宅）」、「指定管理者の指定につい
て（港区営住宅）」、「指定管理者の指定に
ついて（港区立住宅）」〈３案原案可決〉

○最近の自治会設立の事例や今後の設立予定
○連帯保証人の設定
●白金一丁目東部北地区第一種市街地再開
発事業の施行に伴い、特別区道第８６２
号線を廃止する「特別区道路線の廃止に
ついて」、特別区道第1,183号線及び特
別区道第1,184号線を認定する「特別区

田図書館等）」〈賛成多数で原案可決〉
○５館１分室の区立図書館各館の特色
○新三田図書館開館に伴う指定管理者の
選定方法

●生涯学習施設の指定管理者の指定に関
する「指定管理者の指定について（港区
立生涯学習センター）」、「指定管理者の
指定について（港区立青山生涯学習館）」
〈賛成多数で２案原案可決〉
○青山生涯学習館の登録利用団体数を増
やすための施策

○生涯学習センター前のグラウンドに関す
る修繕要望の有無

●スポーツ施設の指定管理者の指定に関す
る「指定管理者の指定について（港区立
運動場）」、「指定管理者の指定について
（港区スポーツセンター）」、「指定管理者

道路線の認定について」〈2案原案可決〉
○廃止する区道と新たに区域に編入する
区道の面積

○強制立ち退きに対する区の指導
●建築基準法の一部改正に伴い、手数料
を新設する「港区街づくり推進事務手
数料条例の一部を改正する条例」、建
築基準法施行令の一部改正に伴い、既
存建築物の増改築が認められる要件を
追加する「港区地区計画の区域内にお
ける建築物の制限に関する条例の一部
を改正する条例」〈2案原案可決〉

○老人ホームの宅配ボックスの容積算定
○接道規制の適用除外に係る特例の実例

閉会中の委員会活動
主な報告事項
◇庁有車の接触事故
◇都市計画道路環状第４号線及び関連す
る都市計画の変更（案）

の指定について（港区立氷川武道場）」
〈賛成多数で３案原案可決〉
○指定管理者候補者が評価された点
○区内スポーツ施設におけるハード面、ソ
フト面の課題

●港区立の小・中学校の学校給食費を負担
する保護者に対し助成金を交付すること
で、保護者の負担軽減、子育て世代支
援の推進を図る「港区学校給食費の助
成に関する条例」〈賛成少数で否決〉

閉会中の委員会活動
主な報告事項
◇高輪コミュニティーぷらざ昇降機設備取替
え工事に伴う高輪区民センターの一部利
用休止及び高輪図書館の利用制限

◇臨海斎場の施設整備

建 　 　 設

区 民 文 教
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議案等の審議結果
各会派の態度　　　○…賛成　　×…反対

平成３０年第３回定例会　案件名
自
民
党	

議
員
団

み
な
と	

政
策
会
議

公
明
党	

議
員
団

共
産
党	

議
員
団

日

本

維
新
の
会

都
民
フ
ァ
ー

ス
ト
の
会

街
づ
く
り	

ミ
ナ
ト

議
決
結
果

区長報告
第６号 専決処分について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ高浜等解体工事請負契約の変更） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承認

区長報告
第７号 専決処分について（損害賠償額の決定） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承認

議案
第５０号　港区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５１号　　　港区立児童発達支援センター条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５２号　　　港区立障害保健福祉センター条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５３号　　　港区立障害者支援ホーム条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５４号　　　港区学童クラブ条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５５号　　　港区立運動場条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５６号　

港区議会議員及び区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改
正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５７号

平成３０年度港区一般会計補正予算（第２号）
●歳入歳出それぞれ1,043,317千円を追加し、総額を140,691,756 千円とする。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５８号

平成３０年度港区介護保険会計補正予算（第１号）
●歳入歳出それぞれ 514,012千円を追加し、総額を16,472,993千円とする。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第５９号 平成２９年度港区一般会計歳入歳出決算 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 認定

議案
第６０号 平成２９年度港区国民健康保険事業会計歳入歳出決算 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 認定

議案
第６１号 平成２９年度港区後期高齢者医療会計歳入歳出決算 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 認定

議案
第６２号 平成２９年度港区介護保険会計歳入歳出決算 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 認定

議案
第６３号 工事請負契約の承認について（港区高輪地区総合支所等昇降機設備取替え工事） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６４号 工事請負契約の承認について（芝五丁目複合施設新築に伴う電気設備工事） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６５号 工事請負契約の承認について（港区特定公共賃貸住宅シティハイツ港南等外壁改修工事） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６６号 物品の購入について（図書館システム用サーバー等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６７号 物品の購入について（港区立郷土歴史館セキュリティゲート） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６８号 指定管理者の指定について（港区立田町駅東口自転車等駐車場等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第６９号 指定管理者の指定について（港区立白金高輪駅自転車駐車場等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７０号 指定管理者の指定について（港区立浜松町駅北口自転車等駐車場等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７１号 指定管理者の指定について（港区立三河台公園自転車駐車場等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７２号 指定管理者の指定について（港区立公共駐車場） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７３号 指定管理者の指定について（港区特定公共賃貸住宅） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７４号 指定管理者の指定について（港区営住宅） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７５号 指定管理者の指定について（港区立住宅） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７６号 指定管理者の指定について（港区立麻布区民センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７７号 指定管理者の指定について（港区立芝浦港南区民センター等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７８号 指定管理者の指定について（港区立高輪区民センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第７９号 指定管理者の指定について（港区立赤坂区民センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８０号 指定管理者の指定について（港区立男女平等参画センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８１号 指定管理者の指定について（港区立男女平等参画センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８２号 指定管理者の指定について（港区立港南いきいきプラザ） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８３号 指定管理者の指定について（港区立高齢者集合住宅） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決
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皆さんから提出された請願

議員提出案件

　採択とした請願	 ………………………………………………………
▼固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関する請願
▼教育費保護者負担額の公私立幼稚園較差解消に関する請願

　継続審査とした請願	 … ……………………………………………………
▼中学校で使用する歴史・公民教科書の採択に関して教育基本法を順守して行うことを求める請願
▼羽田空港増便による都心および港区の低空飛行ルート設定中止に関する請願
▼ＪＲ「品川新駅（仮称）」の駅名を「芝浦」とすることを要望する請願
▼ライドシェア・白タク合法化反対の意見書採択を求める請願
▼コンビプラザ品川保育園における継続運営に関する請願
▼芝浦小学校への特別支援学級設置に関する請願
▼保育所職員に対しての処遇改善を求める請願
▼羽田空港増便による都心および港区の低空飛行ルート計画の撤回を含む再検討を国に求める請願
▼犯罪被害者等支援条例制定に関する請願
▼別居・離婚後の親子の断絶を防止する法整備を求める請願
▼別居・離婚後の親子の断絶を防止する公的支援を求める請願
▼羽田空港の機能強化に伴う、港区上空を飛行する計画の見直しを求める請願
▼東海第二原発の運転期間延長を行わない事を求める意見書に関する請願
▼東京都市計画道路幹線街路環状第４号線にかかる港区立白金児童遊園と港区立白金台幼稚園の敷地を東京都に
　譲渡しないで頂きたい事を求める請願

　継続審査とした案件	 … ……………………………………………………
▼港区奨学資金に関する条例の一部を改正する条例（平成29年第２回定例会提出）
▼港区国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成30年第３回定例会提出）

議案
第８４号 指定管理者の指定について（港区立障害者住宅シティハイツ竹芝） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８５号 指定管理者の指定について（港区立障害保健福祉センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８６号 指定管理者の指定について（港区立健康増進センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８７号 指定管理者の指定について（港区立三田図書館等） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８８号 指定管理者の指定について（港区立生涯学習センター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第８９号 指定管理者の指定について（港区立青山生涯学習館） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９０号 指定管理者の指定について（港区立運動場） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９１号 指定管理者の指定について（港区スポーツセンター） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９２号 指定管理者の指定について（港区立氷川武道場） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９３号 特別区道路線の廃止について（南麻布三丁目、三田五丁目） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９４号 特別区道路線の認定について（南麻布三丁目、白金一丁目、三田五丁目） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９５号 港区街づくり推進事務手数料条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９６号 港区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

議案
第９７号 港区監査委員の選任の同意について( 德重　寛之氏 ) ○ ○ ○ 退席 ○ ○ ○ 同意

請願３０
第８号 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択

請願３０
第１０号 教育費保護者負担額の公私立幼稚園較差解消に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択

発案３０
第１号 港区学校給食費の助成に関する条例 × × × ○ × × × 否決

発案３０
第５号 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決
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◆この「区議会だより」は、新聞折り込みのほか、区の主な施設の窓口にも置いて
あります。
また、郵便局、公衆浴場、東京メトロ７駅、ＪＲ２駅、ゆりかもめ５駅などに
置いてあります。

◆戸別配付も行っていますので、ご希望の方はご連絡ください。
◆ 「点字区議会だより」「声の区議会だより」も発行していますので、ご利用ください。

【申し込み・問い合わせ先】
区議会事務局議会広報担当　電話　０３-３５７８-２９２０

６月２８日から７月８日にかけての集中豪雨によ
り、西日本を中心に大きな被害が発生しました。

港区議会は被災地の皆様に心からお悔やみとお
見舞いを申し上げるとともに、被災地の１日も早い
復興を心からお祈りしています。

港区議会は、西日本豪雨被災地へ全議員３４人
から一人当たり５千円を含む２５万円を見舞金とし
て、全国市議会議長会を通じてお渡ししました。

お見舞い

次回発行の「区議会だより」の表紙を飾る写真（デジタルデータ）を募集します。

写真のテーマ
 私が好きな港区の風景

（発行月の季節にあった風景）

応募規定
１． 区内で撮影された横向き写真

２．５MB以上のJPEGデータ（未
発表の写真）を外部記憶媒体

（CD－ROM 等）に書き込み、
ご郵送ください（返却不可）。

区議会だよりの表紙をあなたの写真で飾りませんか？

平成30年第4回定例会は11月下旬に開会する予定です。
あとがき

  

編
集
委
員

副議長 七 戸 じゅん
小 倉 りえこ 山野井 つよし
ちほぎ みき子 熊 田 ちづ子

応募方法
１．撮影場所、撮影日時、住所、氏名、電話番号、
      写真のコメント（１７文字以内）を明記してください。

２．応募締切　発行月の前月１５日まで
　　　　　　  （次回の掲載号は３月15日締切）

３．応募先・問い合わせ先  
　   〒105-8511 港区芝公園1-5-25　
　  区議会事務局   議会広報担当まで（電話 03-3578-2920）

その他
掲載作品の選考は「区議会だより編集委員会」で行います。

閉会中の主な報告事項

 交通・環境等対策
◇白金一丁目西部中地区第一種市街地再開発事業環　

境影響調査書案

 行財政等対策
◇平成２９年度特別区税決算見込額及び平成３０年

度特別区民税当初課税状況等
◇平成２９年度都区財政調整再調整結果

 東京オリンピック・パラリンピック対策
◇平成３０年度お台場海水浴「お台場プラージュ」の実施
◇東京２０２０大会に向けた企業提案型気運醸成事

業の実施予定

●固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継
続を求める意見書　

１　小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１
とする軽減措置を平成３１年度以後も継続する
こと。

２　小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市
計画税を２割減額する減免措置を平成３１年度
以後も継続すること。

３　商業地等における固定資産税及び都市計画税に
ついて、負担水準の上限を６５％に引き下げる減
額措置を平成３１年度以後も継続すること。

東京都知事　あて

特別委員会の活動記録 意見書を提出しました（要旨）

住所の変更

林 田  和 雄 　
住所　赤坂 9-5-26-201

住所・電話番号の変更

池 田  たけし 　
住所　赤坂 6-7-14-608
電話　03-6230-9441

議員の住所変更


